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現代奴隷の現状

英国 現代奴隷法とその背景

「現代奴隷（Modern Slavery）」とは、人々が奴隷状態または隷属状態を強要される

といった拘束労働、強制労働、人身取引等のことを指します。典型的な例として、低所
得地域からの出稼ぎ労働者に対して採用の見返りに多額の採用斡旋手数料を課した
り、基本的な自由が認められないといった労働環境が挙げられます。国際労働機関
（ILO）は、こうした搾取的な労働の被害者が世界で約2,500万人に上り、G20諸国
（先進国に新興国を加えた主要20か国）全体の年間輸入量のうち、3,540億米ドル
相当の産品が現代奴隷リスクと関係していると算出しています

英国現代奴隷法（Modern Slavery Act 2015）では、英国においてビジネス活動を

行う営利団体・企業のうち、年間の売上高が一定規模を超えるものに対して、自社の
事業活動とサプライチェーンで起こる奴隷労働と人身取引についての年次ステートメント
（Slavery and Human Trafficking Statement）を公開する義務を課しています。

この義務は2015年10月29日に施行され、2016年3月31日以降に終了する会計年度
から適用されています。

同法は、設立された国にかかわらず、英国において商品もしくはサービスを提供する
などの営利活動を行い、（所在地を問わず子会社も含めた）年間の売上高が3,600万
ポンド（日本円でおよそ60億円）を超える全ての団体、組織に対し、毎会計年度ごとに
奴隷労働と人身取引についての年次ステートメントの作成を義務付けています。

グループ企業の場合は、グループとしての年次ステートメントに含めるグループ会社
の範囲や、独立した年次ステートメントを公開すべきグループ会社について検討する必
要があります。

企業に求められる対応

年次ステートメントは、ウェブサイトなどで情報公開し、社会に対し説明責任を果たすこと
が求められています。また、取締役会またはそれに準じる経営レベルの役員会等の
承認及び役員（またはそれに準ずるもの）による署名が必要となります。

現代奴隷法では年次ステートメントのレイアウトやその構成についての規程はありませ
んが、自社の事業活動とサプライチェーンにおいて、奴隷労働と人身取引がないことを
担保するために実施したすべての取組み（または、いかなる取組みも実施していない旨
の声明）を公表しなければなりません。年次ステートメントに含み得る内容の項目は例示
されているため、これらの項目に照らして年次ステートメントのランキングを始めたNGO
もあります。

義務に応じなかった場合

現代奴隷法の対象企業が年次ステートメントを公開しなかった場合、内務大臣の要請
に基づき英国裁判所が「強制執行命令（ injunction）」を出すことができます。「強制

執行命令」に違反した場合、上限無制限の罰金が科せられる可能性があります。また、
義務に応じない企業は市民社会からも非難されるといったレピュテーションリスク
が生じることも予想されます。

オーストラリア版現代奴隷法

2015年に「UK Modern Slavery Act（現代奴隷法）2015」を採択した英国に引き続き、
2018年に、オーストラリアでも現代奴隷法(Modern Slavery Act)が成立し、施行され

ています。英国及びオーストラリアの両奴隷法は、対象課題や開示項目の点でほぼ共
通していますが、英国法では、開示項目は、例示項目とされている一方で、オーストラリ
ア法では、法定開示項目とされています。また、英国法では、年次ステートメントは、自
社のウェブページ等を通じた開示が求められていますが、オーストラリア法では、年次
ステートメントのオーストラリア政府当局への提出・登録が求められています。

現代奴隷法とは
EYができること

現代奴隷法の目的は、企業に、透明性をさらに高め、サプライチェーン上の課題を改善するために自社の影響力を行使するこ
とを促すことによって現代奴隷の問題に対処することにあります。昨今、こうした、自社事業に関係するステークホルダーの強制
労働といった人権・社会課題を特定し、企業の対応を奨励或いは義務化する規制が増えてきています。また、同法への対応を、
奴隷労働と人身取引を含む労働・人権分野全般の「人権リスク」対応の一環として位置づけ、「国連ビジネスと人権に関する指
導原則（以後、指導原則）」に準拠し、より包括的な人権デューディリジェンスの実施を進める企業もあります。

EY Japanは、現代奴隷法に対応した年次ステートメントの作成支援はもちろん、奴隷労働と人身取引に関するデューデリジェ

ンスなどの実務対応に関して、グローバルな視点を踏まえた支援を提供します。また、指導原則等「ビジネスと人権」に関するグ
ローバルなスタンダード形成に直接関与してきた専門家が、「人権デューデリジェンス」を含むより包括的な人権リスクへの対応
も支援することができます。

英国現代奴隷法への対応支援サービスのご案内 英国現代奴隷法への対応支援サービスのご案内

Source:
*1: The Global Slavery Index
www.globalslaveryindex.org/

先進国・途上国を問わず
世界的な課題

移民労働者は、現代奴隷の被害を
受けやすい労働者の代表例です。
求職者に職を仲介・斡旋する過程
で多額の手数料が求職者に課せら
れた状態の債務労働（強制労働）
は、現代奴隷の一態様です。日本
には、アジア諸国出身の数十万人
の移民労働者の方が働いており、
世界奴隷指数の奴隷労働発生国
には、日本も含まれます。

奴隷状態を強いられる
2,490万人の労働者1

世界奴隷指数（GSI）によると、全
世界で2,490万人が現代奴隷の
代表類型である強制労働状態に
置かれています。
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開示：「ビジネスと人権」に関するグローバルなスタンダード形成に直接関与してきた専門家が、「現代奴隷法」制定の
主旨を踏まえ、年次ステートメントの作成を支援します。

グローバルに広がる
複雑な自社サプライ
チェーンを把握し、
現代奴隷・人身取引が
発生するリスクの高い
国・地域・事業につい
て理解することが求
められます。

サプライチェーンの
透明性や人権リス
クに対応する自社
の既存の方針・手続
を洗い出し、国際基
準およびステークホ
ルダーの期待水準
とのギャップを把握
する必要があります。

関連課題改善に向
けた自社のコミットメ
ントの公表が求めら
れます。

現代奴隷状態を発
見・予防するため
の社内関連規程を
整備し、従業員の
能力開発、NGOと

の連携強化を通じ
て、コミットメントを
履行していくことが
求められます。

自社の取組みに実
効性があるかどう
か、KPIに照らして

追跡し、影響を受
けるステークホル
ダーとの対話を続
けていくことが求め
られます。

事業特性や地域、前
例等を分析して奴隷
労働・人身取引の発
生リスクを洗い出しま
す。

洗い出されたリスク
から、さらに高リスク
領域を特定するととも
に、国連の指導原則
を踏まえた現状のリ
スクマネジメントにつ
いてのギャップ分析
を実施します。

リスクマネジメントの
現状分析に基づき、
改善に向けて企業が
表明しうる現実的か
つ実務的なコミットメ
ントについて助言い
たします。

人権デューデリジェン
スで得られた所見を
企業に浸透させ、持
続可能な改善を図る
ためのプロセスづくり
を支援します。

デューデリジェンスに
関するグローバルな
知見と経験をベース
に、KPIの追跡やステ

ークホルダー・エンゲ
ージメントをサポート
します。

ＥＹの支援サービス

「現代奴隷法」下の法的義務を果たすために、「年次ステートメント」を作成・公表し、自社事業及びサプライチェー
ンにおいて企業に求められる人権尊重の社会的責任を果たす内容の情報を公開していく必要があります。

が
で
き

る
こ
と
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社内関係者の人権責任に関する理解を促進するため、理論と実践的な事例を組み合わせて、人権問題と日々の業務
の関係を分かりやすく説明するトレーニングやセミナーを提供します。また、国際基準に適合した、建設的かつ双方向
のステークホルダー・ダイアログを企画し、専門家がファシリテーションを行います。

取締役会及び関係部署への企業責任の理解浸透、実際に影響を受けている当事者またはその声を代表
するNGOとの対話など、社内外の様々なステークホルダーとの効果的なエンゲージメントが求められます。

 現代奴隷法への対応ステップ例

現代奴隷法に関する情報

英国現代奴隷法
Transparency in Supply Chains etc.
A practical guide
https://assets.publishing.service.gov.uk/gove
rnment/uploads/system/uploads/attachment
_data/file/649906/Transparency_in_Supply_
Chains_A_Practical_Guide_2017.pdf

オーストラリア現代奴隷法
Commonwealth Modern Slavery Act
2018
https://www.homeaffairs.gov.au/criminal-
justice/files/modern-slavery-reporting-
entities.pdf

G20諸国年間輸入量のうち
の3,540億米ドル相当は現
代奴隷リスクと関係1

G20諸国（先進国に新興国を加え
た主要20か国）全体の年間輸入量
のうち、3,540億米ドル相当の産
品が現代奴隷リスクと関係してい
ると推計されています。

情報
開示


